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(そ の1)

(ふ り が な)

ユ 政 治 団 体 の 名 称

2主 た る事務 所 の所在 地

3代 表 者 の 氏 名 杉本/和 巳
/

4会 計責儲 の氏名
一一 蝿_プ ー_

事 務 担 当 者 の 氏 名

田村 ・/ 徳周/

(電話)

(電話)

(電話)

0586-75-5507

/

亀

,、荒 区 域 の 、

麟 　　一 一 等活攣 酷 都一 一、::

資金管理団体の指定の有無

＼

国会議員関係政治団体の区分

口 有 へ

回 無/

公 職 の 種 類

(現職・候補者の別)

資金 管理 団体 の届
出を した者の氏名

講 飴 規正法第19条 の7第 、項
一'第工号に係 る国会議員関係政治団体

口 政治資金規 正法 第19条 の7第1項
第2号 に係 る国会議員関係政治団体

禽職撃 補財 幡 条 る杉本和巳

舎現熱 轟評繍 灘 繍
公 職 の 候 補 者
の 氏 名(2人 目)

公 職 の 種 類

(現職・候補者の別)

公 職 の 候 補 者
の 氏 名(3人 目〉

公 職 の 種 類

(現職 ・候補者の別)

り ぐ/

/彫`ふ
・痙ゲ ∵ 、

、4一 彰1

、 艶

魯 吃∫"



(そ の2)

収 支 の 状 況

1収 支の総括表

収 入 総 額(a)+(b)=A
十億

亙薙 ♂÷5 0 o;δ 円一

(前年 か らの繰 越 額)(a) 一 5
(本 年 の 収 入 額)(b) 3 ダ 資o 0 olo

支 出 総 額B / 顔 塗 ∠
⊇

ム炉
翌 年 へ の 繰 越 額A-B

∠ ρ≡ 壽単

ノ 、

/

/

ノ

/

2収 入項 目別金額の内訳

(1)個 人の負担す る党 費又は会費

金 額
十億 百万 千 円

員 数
1

人

(2)寄 附

ア 寄附(イ を除 く。)の 区分 金 額 備 考

(ア)個 人か らの寄附
十億 百万 千 円

(その7)に 内訳を記 載

(うち特定寄附)

(イ)法 人その他の団体か らの寄附 (その7)に 内訳を記載

(ウ)政 治団体か らの寄附 (その7)に 内訳を記載

ノ」、 言十(ア)+(イ)+(ウ)

(寄附 の うち寄附のあっせん による もの)
一 一 閣一　

イ 政党匿名寄附

合 計(ア+イ)1

②



(その5)
'

/(5)本部又 は支部 か ら供 与 され た交付金 に係 る収 入

行番号 交付金を供与した本部又は支部の名称 金 額 年 月 日 主たる事務所の所在地 備 考

1おおさか維新の会本部 / /750,00(〉 H28/4/2与 大 阪市 中央 区島之内1-17-16

2 辮 ・露獅 念獅/ !900,00ρ H28/7/2与 大 阪市 中央 区島之内1-17-16

3

日本維新の会本部

〆900
,00ρ H28/10/25 大阪市 中央 区島之内1-17-16

4 伽 霧獅 舞 翌/
/900
,0qo H28/12/22 大阪 市中央 区島之 内1-17-16

5
/

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15 1

こ の 頁 の 小 計
4

3,450,000 /

/`合 計 3,450,000
ご



(その13)ノ

3支 出項 目別金額 の内訳

表括総の出支ω

鐵紐勘
考
破解琳肢諏躰詑目

備
項欧0※
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曲碇K認護ノ廟卿/慨/能

額金
円

"

O

"

ク

曽

許

〃

直

[

'

ノ

〃

ー

/

千

3

ρ

"

8

……

…

津

頭

≠

盗

ψ

/

荘

タ
脚傾人臥頑破附鉱離曜麟期

莇

/

ー

r

/

傭

目項

費

費経件常人経ω1

費水熱光ω

費品耗消
■

品備㈹

費所務事④

計小

費

費動動活活織治組政ω2

費係関挙選ω

費業事の他のぞ行発の誌紙関機⑧

費業事行発の誌紙関機隊
費業事伝宣イ

費業事催開
】

朔
一パ金資治政一ウ

費業事の他のぞ工

費究研査調ω

金付交
●

附寄⑤

費経の他のぞ⑥

計小

計合

踊π附賭騰纐酷艇収麟甑飴が駐(注2)政 治活動費は項 目1ごとに(その15)に 内訳を記載 してください。
(注3)1に ・ について1'の こ こ の

■冒
■ロこ に エ の16に ≡ て だ い

⑬



(そ の14) いずれ にチェックしてください。

↓ ※項 目の 区分ごとに別葉とすること。
〆 、

(2)経 常経費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項目別区分 図免熱水費/'□ 備品 ・消耗品費 □事務所費

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支 出を受 けた者の氏名(団 体 に

あっては、その名称)
支出を受けた者の住所(団体にあって
は、主たる事務所の所在地) 備考

船麹料金 ノ
十億 百万

/ ∠

千

∠

円
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こ の 頁 の 小 計 / 3 3 / クψ て注1γ 「国会議員関係政治団体」及び「資金管理団体1以 外の 団体 は、この用紙を提 出する必要 はノあ上鉱

(注2)国 会議員関係政治団体である間に行った支出については1互 巴超、資金管理団体である間

.に行った支出については旦互且 以上の支出をすべて個別に記載し、それより少ない額の支出は

て沸騰 盤 鎌 翻 灘 購 自別区分の・の中の項目ごとに最後の頁の

そ の 他 の 支 出 多/ 3 タ6
合 計 3 2 3 ! 8彦

F
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(そ の14)

ノ

いず.」 ・にチェックしてくだ さい。

↓ ※項 目の区分ごとに別華とすること。/〆

(2)経 常経費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項目別区分 □光熱水費 □備品 ・消耗品費[ヨ 重務所費
!

支 出 の 目 的
」

金 額
/
年 月 明 支出を受けた者 の氏名(団体に

あっては、その名称)
/

支出を受けた者窃 住所(団 体にあって
は、主たる事務所の所在地) 備考

垂並で年駿 〆
十億

戸
≡∠

}
葦o

千

o o

'

ρ

円

ゐ 芽}・3
//

里 書)t7蒸 》<
/

一桝 《eゆ 寸 一ノ

一ノr'/

,

る
≡

G碁o D o o o
鹸 ・甲 ・』㌧

/
咋

4
→'一 一一

ロ→1-一' 毒ノ〆
ミ
∂らo o 籏 o o槽 ・`・3

ノ 司卜/
〆

一」り一 幅

一

ゴ

・→り一/ z ∠
≡

透o

、

o o o o
辮 ・♂レ・

/一 〃 一 ・
,

'

甲吻 一一

→ 一 〆
〆

≡

∂噂 撰δ o o δ
診 ノ趨 八'

欝 → 隔 一略ρ一

1-〃'
/ 〆 / ∠ o

o 0 0 o 平 崖黛
7'

→ 一一// 一f'一 一

ご

/
1

≠

一

弓

一

● ■
し

蒸 ● 、

や

　

● ■

■ ●

■ ●

一
■ ●

、

● ■

● ●

'

㌔

■ ●

1こ の 頁 の 小 計
∠∠ o

o 窃o o
K津1)「 国会議員関係政治団体1及びr資金管理団体1以外の団休は、この用紙を提出する必要は
/あ 魅

ρ主2)国 会議員関係政治団体である間に行った支出については1互 巴超 、資金管理団体である間に行
った支出については旦互且以上の支出をすべて個別に記載し、それより少ない額の支出は
「その他の支出」欄に一括して記載してください。

g主3)「 その他の支 出」と「合計」の欄 は、右上の項 目別区分の()の 中の項 目ごとに.最 後の頁の
みに記載 してください。

そ の 他 の 支 出 〃

1合 計 1 ∠ / 4〃o
o o

'
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(その17)

1資 産等 の 総括 表

資 産 等 の 状 況

資産等の有無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無
ノ

備 考

ア 土地 口 団/!

イ 建物
　

口 ♂
罷一

一

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権

一

口

'ザ

7一

工 取得の価額が100万 円を超 える動産
口 『

オ 馨 聴 預藪 び当座齢 を除く・図 ま貯金(普通貯金 口 〆
力 金銭信託
一

口 『
キ 有価証券 [] 『

一

ク 出資による権利 口 『
ケ 貸付先ごとの残高が100万 円を超 える貸付金 口 宮

一

コ 支払われた金額が100万 円を超 える敷金
口 ピ

サ 取得 の価額が1⑪0万円を超 える施設の利用に関する権利 口 〆
シ 借入先ごとの残高が100万 円を超 える借入金 口 『

一

※有無について□して ください。 ↓/

有 に団の場 合は・項 目別区分 ごと1こ(そ の18)を 作 成 して くだ さい.⑰



(そ の20) 出
旦 姫

昌
圭
日

添付書類(別 添のとお り)

語 領囎 等の写し

□ 監査意見書(政 党本部及び政治資金団体 に限る。)

孟 政灘 監査報告書(国 会韻 関係政治団体に限る.)

この報告書は、政治資金規正法 に従って作成 した ものであって、真実に相違あ りませ ん。

平成29年 ナ羽 擁㌔

政治団体の名称鱗 繍 譲 繍 捌 傾 麟燭

会計 責任者 の氏名 田阿 祝 周 ⑤
代 表 者 の 氏 名(代 表者については解散時のみ記入す ること)

㊥

(注1)「 会計責任者の氏名」欄は、会計責任者の記名押印又は署名とし、署名の場合は必ず会計責任者本人が自署してくださし㌔
(注2)解 散した場合のみ、代表者の記名押印又は署名も必要です。署名は必ず代表者本人が自署してください。

⑳



政 治 資 金 監 査 報 告 書

平成29年5月8日

.ノ

日本維新の会衆議院愛知県第10選 挙区支部

代表 杉 本 和 巳 殿/

灘 灘 監査人福原正年 印/

登 録 番 号 第882号

研修 終了年月 日 平成21年3月25日

1監 査の概要

(1麟 薪藻鵜融 藁劉 難 斐晶耀1謝 森撫 暫難潔 斎・
定する収支報告書のすべての期間 を対象 と して、当該収支報告書並びに当該収支報告書

に係 る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等 を徴 し難かった支 出の明細書、振込明細

書及 び振込明細書に係 る支 出 目的書(支 出の 目的が記載 された振込明細書 の写 しを含む。

以下同 じ。)に ついて、支出に関する政治資金監査 を行 った。

(2)こ の政治資金監査 は、法第19条 の13第2項 に定 める ところによ り政治資金適正化

委員会が定める 「政治資金 監査 に関す る具体的な指針」(以 下 「政治資金監査マニュア

ル」 とい う。)に 基づ き行 った。

(3)私 の責任 は、外部性 を有す る第三者 として、国会議員関係政治団体の会計責任者 の作

成又 は徴取 した収支報告書並び に当該収支報告書に係 る会計帳簿、明細書、領収書等、

領収・書等を徴 し難か った支出の明細書、振込明細書及び振込 明細書 に係 る支出 目的書 に
ついて、政治資金監査マニュアル に基づ き政治資金監査 を行 った結果を報告す るこ とに

ある。 ノ

(4)こ の政治資金監査 は、 日本維 新の会衆議院愛知 県第10選 挙 区支部の主た る事務所 に

おいて行 った。

2監 査の結果

私 が実施 した政治資金監査の結果 は、以下の とお りで ある。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿、明細書、領収書

等、振込明細書及び振 込明細書に係 る支 出 目的書 が保存 されていた。

(2)法19条 の13第2項 第2号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿には、 当該 国会議員

関係政治団体に係 るその年 における支出の状況が記載 され、かつ、 当該国会議員 関係政

治団体の会計責任者 が当該会計帳簿を備 えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規定す る事項 について、法第12条 第1項 に規定す

る収支報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等、振込明細書及び振込明細書に係 る支出

目的書 に基づいて支出の状況が表示 されていた。

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定す る事項 について、領収書等を徴 し難 かった支

出の明細書及び振込明細書に係 る支出 目的書は、存在 しなかった。

3業 務 常ljに艮

日本維新 の会衆議院愛知県第10選 挙区支部 と私 との間には、法第19条 の13第5

項の規定に違反する事実はない。

また、 日本維新 の会衆議院愛知県第10選 挙区支部 と政 治資金監査の業務 を補助 した

使用人その他の従業者 との間において も、同様 である。

以上


